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　様々な好みや価値観を持つ人々が限りある
資源を用いて、財やサービスを生産し、分配、
消費するシステムを「経済」といいます。
　経済システムのなかで、家計（消費者）は労
働をして得た所得をもとに満足度を最大化す
るために自分の好みに応じて財やサービスを
消費しようとします。ちなみに、経済学ではこの
満足度を効用といいます。企業は、資本、労
働、土地といった生産要素を効率的に利用し
て生産活動をし、利潤を最大化しようとしま
す。そして、消費者それぞれの満足度を合計
したものを消費者余剰と言い、それぞれの企
業の利潤を合計したものを生産者余剰と呼び
ます。くだけた言い方をすると、ある消費者は
パソコン1台を2万円で買ってもよいと考えてい
たとします。ところが、パソコンの市場価格が1
万円だとすると、この消費者は1万円得したと
感じます。この「得した感」の合計が消費者余
剰です。ある企業は、この市場価格1万円の
パソコンを5千円でつくれるとすると、この企業
は5000円儲けたと考えます。この「儲けた感」
の合計が生産者余剰と言います。消費者余
剰と生産者余剰を合わせたものを社会的余
剰と呼び、社会的余剰が大きくなることで経済
の厚生水準が向上し人々の幸福度（福祉）が
高まると考えます。
　地域経済の成長発展も経済厚生の概念を

使って考えます。例えば、新潟県経済を考える
と県内の産業や企業が効率性を高め、より多
くの財やサービスをより安く供給できるようにな
ること、県民の所得水準を向上しより多くの財
やサービスを消費できるようになることで県内
経済の厚生水準を高めることができます。この
ためには、県内産業や企業が技術進歩を遂
げながら新潟県外の需要を開拓していくこと、
教育を充実させ県民の労働の質を高めより給
与水準の高い職を得るといったことなどが重
要になります。

　人々が経済活動を通じて得られる幸福は、
今みてきたような財やサービスの消費から得た
「得した感」や生産活動による「儲けた感」だ
けでしょうか。アルマティア・セン（『福祉の経済
－財と潜在能力－』1 9 8 8 年）は、「機能
（functioning）」という概念を導入して経済活
動から得られる幸福（福祉）について新しい考
え方を導入しました。財やサービスはそれぞれ
色々な特性を持っています。例えば、洋服には
寒さを凌ぐ、おしゃれをするなどの特性がありま
す。自動車には移動手段、運転を楽しむなどの
特性があり、教育というサービスには知識や技
術を身に付けるといった特性があります。人々
が財やサービスを消費するのは、それらが持
つ様々な特性を利用しようと考えるからです。

「機能」とは、このような財やサービス特性、もし
くは特性を利用して「成し遂げること、成り得る
もの」のことです。達成できる機能の水準は、個
人の資質にもよりますが、社会の様々な環境が
大きく影響します。例えば、自動車で通勤をス
ムーズにしようと思っても道路網の整備が十分
でなければ、自動車通勤は便利なものにはなり
ません。自動車エンジンを開発する技術者にな
りたいと思ってもエンジンを勉強できる教育機
関が少なければ技術者になるのはままなりませ
ん。極端な例ですがエンジンを勉強できる学校
がなかったとすれば、技術者になるのを諦めな
ければなりません。センは、機能、つまり「成し遂
げること、成り得るもの」を基礎に個々人の生き
方の選択肢の豊かさを経済の豊かさ、人々の
幸福度の水準の指標として「潜在能力
（capabilities）」という概念を提唱しました。
　現在の日本経済は長い発展期を経て成熟
期を迎えました。日本国内各地の地域間格差
が指摘されていますが、地域経済の成長発
展を考えるとき、経済規模の成長による厚生
水準の向上だけではなく潜在能力アプローチ
による豊かさや幸福度の向上も視野に入れる
時代になっています。

　大学院で私が担当している「地域経済産
業論」は、これまでみてきた枠組みをもとに地
域経済の成長発展とは何かを明らかにしなが
ら、地域活性化の実際の取り組みを分析し地
域の成長発展要因を考えていく講義です。

【担当科目】
地域マネジメント
地域経済産業論
演習Ⅰ・Ⅱ

民間シンクタンクなどで中小企業や地域産業の振興など
に関わる委託調査研究業務に従事。産業支援型ＮＰＯな
どで中小企業の支援活動を推進する。
日本政策学会、日本地域政策学会、事業承継学会などに
所属し、中小企業や地域経済に関わる研究を進めている。
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出願受付期間 入学試験日

開 催 日

参加対象：在学生、修了生、一般の方

10月10日㊋～10月25日㊌ 11月4日㊏
11月14日㊋～11月29日㊌ 12月9日㊏

特別講義

2017年 11月11日㊏ ・ 12月16日㊏ 開 催 日

参加対象：入学を検討されている方、MBA特別授業に興味がある方

働きながら学びたい社会人の皆様へ

　事業創造大学院大学は、厚生労働大臣より、教育訓練給付制度の
「専門実践教育訓練講座」の指定を受けています。
　2018年4月以降に本学に入学した本科生で、支給対象者の条件を満
たす学生は、ハローワークに申請することにより、本学に支払った教育訓
練経費の一部（最大112万円）を給付金として受け取ることができます。

　働く人の主体的で、中長期的なキャリア形成を支援し、雇用の安定と再就職の
促進を図ることを目的とする雇用保険の給付制度です。
　一定の条件を満たす雇用保険の一般被保険者（在職者）、または一般被保
険者であった方（離職者）が、厚生労働大臣の指定する専門実践教育訓練を受
講し修了した場合、本人が教育訓練施設に支払った教育訓練経費の一定の割
合額（上限あり）をハローワークから支給する制度です。

※2018年1月1日施行予定

専門実践教育訓練給付金制度について

給付額が
万円に112

MBA取得や起業を目指すなら今がチャンスです。

最大

専門実践教育訓練での「教育訓練給付金」制度とは…

（ハローワークインターネットサービスより抜粋）

専門実践教育訓練給付金のご案内

　本学の教育理念に賛同する著名な学識
者、起業家、経営者の方々から客員教授に就
任いただき、年間を通じて特別講義を行って
おります。一般の方々にも受講いただけるよう
広く公開しておりますので、皆様のご参加を
お待ちしております。（参加無料・要予約）

　本学では、入学を希望・検討されている方を対象に、オープンキャンパス
を開催いたします。ぜひこの機会にお気軽にご参加ください。
（参加無料・要予約）

松本 大 客員教授

マネックスグループ株式会社
代表執行役社長CEO

伊藤 聡子 客員教授
キャスター

11/11   担当教員 ： 高中 公男 教授
　　　    テーマ ： 「情報を理解し、情報を活用しよう！」

MBA
特別授業

入学試験 2018年春学期（4月）入学

MBA特別授業・大学院説明会

開 催 日

参加対象：入学を検討されている方、税理士を目指している方

税理士試験科目免除申請説明会

12/16   担当教員 ： 岸田 伸幸 教授
　　　    テーマ ： 「コーポレートベンチャリング A to Z　
　　　　　　　　　　　　～アクセラレーターからゾンビ企業再生まで～」

13：30～15：30

2017年 12月16日㊏ 10：30～12：00

2017年 11月11日㊏ ・ 12月16日㊏ 10：30～12：00

I N F O R M A T I O N

2017年 11月11日㊏ 

2017年 12月16日㊏ 

『これからの資産運用
　 ～新しい時代で起きていること～』

※テーマが決まり次第、本学ホームページにて、
　お知らせいたします。


